
北 海 道 の 消 費 者 行 政 に 係 る 課 題 と 対 応
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■国の動き

（平成21月9月施行）▼消費者庁関連３法
○消費者庁及び消費者委員会設置法、関係法律の整備法、
消費者安全法
・国の消費者行政一元化
・消費者事故等に関する情報集約・提供、迅速な対応
・地方の消費生活相談体制の整備
《都道府県の義務》
広域的見地を要する相談・斡旋対応
専門的な知識・技術を要する調査・分析
市町村に対する技術的援助
消費生活センターの設置

《市町村の義務》
消費者からの相談・斡旋対応

■道の対応
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（平成21月4月1日現在）▼市町村の相談体制の現状

○相談から斡旋まで「相談を概ね処理」できる市町村は83市

町村(46%)。

○専任の相談員を設置している市町村は78市町村(43%)。

▼関係法令の改正
○消費者基本法(H16)

・消費政策の基本を「消費者の保護」から「消費者権利の尊
重」及び「消費者の自立の支援」へ

○その他
・特定商取引法、ＪＡＳ法など消費生活関連法令が数次に
わたり改正され、事業者等への規制が強化

▼北海道消費生活条例の見直し
○消費関係法令の改正、消費者問題の

複雑化・多様化などを踏まえた地域に
おける対応
⇒21年1月 消費生活審議会からの答申

・消費生活基本計画の策定
・より機動的に消費者被害の発生等を
防止するための施策 等

⇒平成21年第3回定例会にて可決

▼道・市町村の相談体制の整備
○消費者安全法による都道府県消費生活

センターの必置及び道、市町村の相談
事務等の義務化などを踏まえた対応
⇒支庁の消費生活相談推進員の支援

機能の活用に加え、消費者行政活性
化基金活用により、今後3年間で集中
的に複数市町村による連携も含めた
相談体制を整備

▼消費者行政関連事務の集約・一元
化など機動的・効率的な組織体制の
検討

○国の消費者行政一元化の取組を踏まえ、
消費者行政関連事務の集約化、消費者
事故情報の集約・対応等の体制の検討

⇒本年度中に検討・来年度に反映
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（平成21月2月設置、約13億円）▼消費者行政活性化基金
○消費生活相談窓口の機能強化等を図るため基金を設置。



配偶者暴力に関する北海道の状況

一時保護
道内の一時保護施設(道立施設、民間施設、民間団体の計12箇所)における

一時保護件数(本人)は、次のとおり平成20年度は290件となっている。

なお、道内の平成19年度における女性１万人当たりの保護件数は0.9件、

全国は0.7件となっており、北海道は全国に比べ1.3倍と高い状況にある。

保護命令
道内における保護命令事件の認容(保護命令発令)件数は、次のとおり平成20年は

137件となっている。

なお、道内の平成20年における女性1万人当たりの保護命令認容(発令)件数は

3.0件、全国は2.1件となっており、北海道は全国に比べ1.4倍と高い状況にある。

配偶者暴力被害者の一時保護件数
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保護命令事件の認容（発令）件数
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